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組　織　図

支　　　　　　　社 （81）�

東 京 中 央 営 業 部 �

東 京 新 都 心 営 業 部 �

営 業 推 進 部 �（53）�

営 業 所 �（1,138）�

法 人 営 業 部 �（21）�

地域法人営業推進部�（8）

首 都 圏 法 人 部 �

近 畿 法 人 部 �

東 京 第 一 事 業 法 人 部 �

東 京 第 二 事 業 法 人 部 �

名 古 屋 事 業 法 人 部 �

大 阪 事 業 法 人 部 �

東 京 第 一 法 人 部 �

東 京 第 二 法 人 部 �

東 京 第 三 法 人 部 �

東 京 第 四 法 人 部 �

名 古 屋 法 人 部 �

大 阪 法 人 部 �

業 務 部 �

東 京 本 部 �

F P 教 育 部 �

法 人 業 務 部 �

特 別 法 人 部 �

特 別 団 体 部 �

法 人 サ ー ビ ス 部 �

営 業 人 事 部 �

営 業 企 画 部 �

新 市 場 開 発 部 �

商 品 部 �

団 体 年 金 運 用 本 部 �

アセットマネジメント部�

介 護 ネ ッ ト ワ ー ク 部 �

顧 客 サ ー ビ ス セ ン タ ー �

大阪顧客サービスセンター�

財 務 審 査 部 �

財 務 部 �

有 価 証 券 部 �

特 別 勘 定 運 用 部 �

運 用 管 理 部 �

不 動 産 部 �

国 際 部 �

海 外 事 務 所 �

人 事 部 �

総 務 部 �

情 報 シ ス テ ム 部 �

収 益 管 理 部 �

関 連 事 業 部 �

企 画 部 �

秘 書 部 �

大 阪 総 務 部 �

検 査 部 �

保 険 計 理 人 �

法 人 営 業 部 �（34）�

サ ー ビ ス プ ラ ザ �（5）�
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（平成13年7月3日現在）
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従業員の在籍・採用状況

区　　分�
在籍数� 採用数� 平成12年度末�

平成10年度末　平成11年度末　平成12年度末�平成10年度 　　平成11年度 　 平成12年度� 平均年齢� 平均勤続年数�

職　　　員　�

男　子�

女　子�

総 合 職�

担当・一般事務職�

営  業  職  員　�

男　子�

女　子�

7,007�

4,340�

2,667�

4,133�

2,641�

30,961�

76�

30,885

人� 7,152�

4,292�

2,860�

4,089�

2,621�

31,835�

54�

31,781

人� 6,887�

4,211�

2,676�

4,006�

2,434�

32,309�

47�

32,262

人� 365�

160�

205�

140�

203�

13,326�

0�

13,326

人� 381�

117�

264�

104�

210�

14,961�

0�

14,961

人� 222�

106�

116�

95�

50�

17,525�

0�

17,525

人� 38�

40�

34�

40�

35�

42�

67�

42

歳�4�

6�

11�

3�

10�

10�

2�

10

カ月� 16�

17�

14�

17�

15�

7�

34�

7�

�

年�1�

1�

8�

7�

9�

2�

5�

2

カ月�

従業員の平均給与

平成11年3月� 平成12年3月� 平成13年3月�区　　分�

413�

211

410�

183

459�

193

職 員  �

営 業 職 員 �

（注）職員とは、総合職・担当職・一般事務職・医務職・医療職・庶務職・営業専門職・専任業務職合計より、出向・待命・休職・組合専従を除い
た数です。

平均給与月額は各年3月中の税込基準内給与であり、賞与および時間外手当は含みません。
平成13年3月の職員の平均給与は、人事処遇制度を改正（一部に年収制を導入）し、年収の構成要素間の振替を実施したことによる影響
額45千円を含んでおり、当該制度改正による振替額を除いた職員の平均給与は414千円です。

（注）1.
2.

（単位：千円）


